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◎ 国際船舶等により本邦から出国する観光旅客その他の者に対する国際観光旅客税を規定 

 

【法令名】 

国際観光旅客税法 

【掲載官報】 平成 30年 4月 18日 号外第 87号 5ページ 

【法令番号】 平成 30年 4月 18日 法律第 16号 

【管轄省庁】 財務省 

【施行期日】 平成 31年 1月 7日から施行 

※附則第 5条の規定は、公布の日〔平成 30年 4月 18日〕から施行 

【法令のあらまし】 １ 納税義務者 

  国際観光旅客等（国際船舶等（本邦と外国との間において行う観光旅客その他の者の運送に使用する船舶又は航空機（公用船

及び公用機を除く。）をいう。以下同じ。）により本邦から出国する観光旅客その他の者であって次に掲げるものをいう。以下同

じ。）は、国際観光旅客税を納める義務があることとした。（第 4条関係） 

 ㈠ 出入国管理及び難民認定法の規定による出国の確認を受ける者 

 ㈡ 国際旅客運送事業（他人の需要に応じ、有償で、国際船舶等を使用して旅客を運送する事業をいう。以下同じ。）に使用され

る航空機により本邦を経由して外国に赴く旅客 

 ㈢ 条約の規定に従うことを条件に本邦に入国する者 

２ 課税の対象 

  国際観光旅客等の国際船舶等による本邦からの出国を課税の対象とすることとした。ただし、出国後、国際船舶等が天候その

他やむを得ない理由により外国に寄港することなく本邦に帰った場合における当該出国については、課税の対象としないことと

した。（第 5条関係） 

３ 非課税 

  次に掲げる国際観光旅客等の国際船舶等による本邦からの出国には、国際観光旅客税を課さないこととした。（第 6条関係） 

 ㈠ 国際旅客運送事業に使用される航空機により本邦を経由して外国に赴く旅客のうち本邦に入国後 24時間以内に本邦から出

国するもの 



WestlawJapan 法令あらまし 

 

 

ⓒ2018 WESTLAW JAPAN K.K. ALL RIGHTS RESERVED. [2] 

 ㈡ 天候その他やむを得ない理由により本邦に寄港した国際船舶等に乗船等していた者 

 ㈢ 年齢が 2歳未満の者 

４ 納税地 

 ㈠ 国内事業者の納税地 

  ⑴ 国内事業者（国際旅客運送事業を営む者であって国内に住所等を有するものをいう。以下同じ。）の特別徴収に係る国際観

光旅客税の納税地は、原則として本店又は主たる事務所の所在地とすることとした。（第 9条関係） 

  ⑵ 国内事業者の納税地がその国際旅客運送事業の状況からみて特別徴収に係る納税地として不適当と認められる場合には、

国税局長等は、納税地を指定することができることとした。（第 10条関係） 

 ㈡ 国外事業者の納税地 

  ⑴ 国外事業者（国際旅客運送事業を営む者のうち国内事業者以外のものをいう。以下同じ。）の特別徴収に係る国際観光旅客

税の納税地は、その国際旅客運送事業に係る国際観光旅客等が本邦から出国する出入国港の所在地とし、税関長の承認を受

けた場合には、その承認を受けた場所とすることとした。（第 13条第 1項関係） 

  ⑵ 国外事業者の納税地がその国際旅客運送事業の状況からみて特別徴収に係る納税地として不適当と認められる場合には、

税関長は、納税地を指定することができることとした。（第 13条第 2項関係） 

 ㈢ 国際観光旅客等の納税地 

   国際観光旅客等が自ら納付すべき国際観光旅客税の納税地は、原則としてその出国する出入国港の所在地とすることとした。

（第 14条関係） 

５ 税率 

  税率は、本邦からの出国 1回につき、1,000円とすることとした。（第 15条関係） 

６ 納付等 

 ㈠ 事業者による特別徴収等 

   国内事業者及び国外事業者は、その国際旅客運送事業に係る国際観光旅客等が本邦からの出国のため国際船舶等に乗船等す

る時までに、国際観光旅客税を徴収し、出国の日の属する月の翌々月末日までに、これを国に納付するとともに、税額その他

の事項を記載した計算書を、納税地を所轄する税務署長又は税関長に提出しなければならないこととした。これらの事業者が

徴収して納付すべき国際観光旅客税を納付しなかったときは、税務署長又は税関長はその国際観光旅客税をこれらの事業者か
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ら徴収することとした。（第 16条及び第 17条関係） 

 ㈡ 国際観光旅客等による納付 

   ㈠以外の場合、国際観光旅客等は、本邦からの出国のため国際船舶等に乗船等する時までに、国際観光旅客税を国に納付し

なければならないこととした。国際観光旅客等が納付すべき国際観光旅客税を納付しなかったときは、税関長はその国際観光

旅客税を国際観光旅客等から徴収することとした。（第 18条関係） 

７ その他 

 ㈠ 国際旅客運送事業を開始しようとする者は、その旨を税務署長又は税関長に届け出なければならず、その事業を廃止等した

場合も同様とすることとした。（第 19条及び第 20条関係） 

 ㈡ 国内事業者及び国外事業者は、その国際旅客運送事業に係る国際観光旅客等の本邦からの出国に関する事実を帳簿に記載し

なければならず、相続等があった場合には、相続人等はその義務を承継することとした。（第 21条関係） 

 ㈢ 罰則について必要な規定を定めることとした。（第 24条～第 26条関係） 

【改正される法令】 ・日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地

位に関する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法律（昭和 27年法律第 111号） 

・関税法（昭和 29年法律第 61号） 

・日本国における国際連合の軍隊の地位に関する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法律（昭和 29年法律第 149号） 

・租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号） 

・国税徴収法（昭和 34年法律第 147号） 

・国税通則法（昭和 37年法律第 66号） 

・租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和 44年法律第 46号） 

・電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭和 52年法律第 54号） 

・租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平成 22年法律第 8号） 

・東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（平成 23年法律第 117号） 

・財務省設置法（平成 11年法律第 95号） 

 


